
■資料 根拠法令一覧 

 

【報告第１号】 

 国家賠償法（抜粋） 

（公の営造物の設置管理の瑕疵に基く損害の賠償責任・損害の責任者に対する
求償権） 

第２条 道路、河川その他の公の営造物の設置又は管理に瑕疵があつたために他人
に損害を生じたときは、国又は公共団体は、これを賠償する責に任ずる。 

２ 略 

 地方自治法（抜粋） 

 （議会の委任による専決処分） 
第 180 条 普通地方公共団体の議会の権限に属する軽易な事項で、その議決によ
り特に指定したものは、普通地方公共団体の長において、これを専決処分にす
ることができる。 

２ 前項の規定により専決処分をしたときは、普通地方公共団体の長は、これを
議会に報告しなければならない。 

 地方自治法第 180 条第１項に基づく四万十町長専決処分事項 

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 180 条第１項の規定により、町長にお
いて専決処分することのできる事項を次のとおり指定する。 
１ 略 

２ 法律上町の義務に属する損害賠償額の決定で、その額が 50 万円以下のもの 
３～６ 略 

 

【承認第１～６号】 

 地方自治法（抜粋） 

（専決処分） 
第 179 条 普通地方公共団体の議会が成立しないとき、第 113 条ただし書の場合
においてなお会議を開くことができないとき、普通地方公共団体の長において
議会の議決すべき事件について特に緊急を要するため議会を招集する時間的余
裕がないことが明らかであると認めるとき、又は議会において議決すべき事件
を議決しないときは、当該普通地方公共団体の長は、その議決すべき事件を処

分することができる。ただし、第 162 条の規定による副知事又は副市町村長の
選任の同意及び第 252 条の 20 の２第４項の規定による第 252 条の 19 第１項に
規定する指定都市の総合区長の選任の同意については、この限りでない。 

２ 議会の決定すべき事件に関しては、前項の例による。 
３ 前２項の規定による処置については、普通地方公共団体の長は、次の会議に
おいてこれを議会に報告し、その承認を求めなければならない。 

４ 略 

  



 介護保険法（抜粋） 

第 78 条の４ 指定地域密着型サービス事業者は、当該指定に係る事業所ごとに、

市町村の条例で定める基準に従い市町村の条例で定める員数の当該指定地域密
着型サービスに従事する従業者を有しなければならない。 

２ 前項に規定するもののほか、指定地域密着型サービスの事業の設備及び運営
に関する基準は、市町村の条例で定める。 

３ 市町村が前２項の条例を定めるに当たっては、第１号から第４号までに掲げ
る事項については厚生労働省令で定める基準に従い定めるものとし、第５号に
掲げる事項については厚生労働省令で定める基準を標準として定めるものと
し、その他の事項については厚生労働省令で定める基準を参酌するものとする。 
(１) 指定地域密着型サービスに従事する従業者に係る基準及び当該従業者の
員数 

(２) 指定地域密着型サービスの事業に係る居室の床面積 
(３) 小規模多機能型居宅介護及び認知症対応型通所介護の事業に係る利用定
員 

(４) 指定地域密着型サービスの事業の運営に関する事項であって、利用又は
入所する要介護者のサービスの適切な利用、適切な処遇及び安全の確保並び
に秘密の保持等に密接に関連するものとして厚生労働省令で定めるもの 

(５) 指定地域密着型サービスの事業（第３号に規定する事業を除く。）に係
る利用定員 

４ 略 
５ 市町村は、第３項の規定にかかわらず、同項第１号から第４号までに掲げる
事項については、厚生労働省令で定める範囲内で、当該市町村における指定地
域密着型サービスに従事する従業者に関する基準及び指定地域密着型サービス

の事業の設備及び運営に関する基準を定めることができる。 
６ 市町村は、前項の当該市町村における指定地域密着型サービスに従事する従
業者に関する基準及び指定地域密着型サービスの事業の設備及び運営に関する
基準を定めようとするときは、あらかじめ、当該市町村が行う介護保険の被保
険者その他の関係者の意見を反映させ、及び学識経験を有する者の知見の活用
を図るために必要な措置を講じなければならない。 

７・８ 略 
 
 
第 115 条の 14 指定地域密着型介護予防サービス事業者は、当該指定に係る事業
所ごとに、市町村の条例で定める基準に従い市町村の条例で定める員数の当該
指定地域密着型介護予防サービスに従事する従業者を有しなければならない。 

２ 前項に規定するもののほか、指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予
防のための効果的な支援の方法に関する基準及び指定地域密着型介護予防サー
ビスの事業の設備及び運営に関する基準は、市町村の条例で定める。 

３ 市町村が前２項の条例を定めるに当たっては、第１号から第４号までに掲げ
る事項については厚生労働省令で定める基準に従い定めるものとし、第５号に
掲げる事項については厚生労働省令で定める基準を標準として定めるものと
し、その他の事項については厚生労働省令で定める基準を参酌するものとする。 
(１) 指定地域密着型介護予防サービスに従事する従業者に係る基準及び当該
従業者の員数 

(２) 指定地域密着型介護予防サービスの事業に係る居室の床面積 



(３) 介護予防小規模多機能型居宅介護及び介護予防認知症対応型通所介護の

事業に係る利用定員 
(４) 指定地域密着型介護予防サービスの事業の運営に関する事項であって、
利用する要支援者のサービスの適切な利用、適切な処遇及び安全の確保並び
に秘密の保持に密接に関連するものとして厚生労働省令で定めるもの 

(５) 指定地域密着型介護予防サービスの事業（第３号に規定する事業を除
く。）に係る利用定員 

４ 略 
５ 市町村は、第３項の規定にかかわらず、同項第１号から第４号までに掲げる
事項については、厚生労働省令で定める範囲内で、当該市町村における指定地
域密着型介護予防サービスに従事する従業者に関する基準並びに指定地域密着
型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準
及び指定地域密着型介護予防サービスの事業の設備及び運営に関する基準を定

めることができる。 
６ 市町村は、前項の当該市町村における指定地域密着型介護予防サービスに従
事する従業者に関する基準並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護
予防のための効果的な支援の方法に関する基準及び指定地域密着型介護予防サ

ービスの事業の設備及び運営に関する基準を定めようとするときは、あらかじ
め、当該市町村が行う介護保険の被保険者その他の関係者の意見を反映させ、
及び学識経験を有する者の知見の活用を図るために必要な措置を講じなければ
ならない。 

７・８ 略 
 
 
第 115 条の 24 指定介護予防支援事業者は、当該指定に係る事業所ごとに、市町

村の条例で定める基準に従い市町村の条例で定める員数の当該指定介護予防支
援に従事する従業者を有しなければならない。 

２ 前項に規定するもののほか、指定介護予防支援に係る介護予防のための効果
的な支援の方法に関する基準及び指定介護予防支援の事業の運営に関する基準
は、市町村の条例で定める。 

３ 市町村が前２項の条例を定めるに当たっては、次に掲げる事項については厚
生労働省令で定める基準に従い定めるものとし、その他の事項については厚生
労働省令で定める基準を参酌するものとする。 
(１) 指定介護予防支援に従事する従業者に係る基準及び当該従業者の員数 
(２) 指定介護予防支援の事業の運営に関する事項であって、利用する要支援
者のサービスの適切な利用、適切な処遇及び安全の確保並びに秘密の保持等
に密接に関連するものとして厚生労働省令で定めるもの 

４ 厚生労働大臣は、前項に規定する厚生労働省令で定める基準（指定介護予防
支援の取扱いに関する部分に限る。）を定めようとするときは、あらかじめ社
会保障審議会の意見を聴かなければならない。 

５・６ 略 

 

  



【同意第１号】 

 地方自治法（抜粋） 

（副知事及び副市町村長の選任） 
第 162 条 副知事及び副市町村長は、普通地方公共団体の長が議会の同意を得て
これを選任する。 

 

【同意第２・３号】 

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋） 

（組織） 
第３条 教育委員会は、教育長及び４人の委員をもつて組織する。ただし、条例

で定めるところにより、都道府県若しくは市又は地方公共団体の組合のうち都
道府県若しくは市が加入するものの教育委員会にあつては教育長及び５人以上
の委員、町村又は地方公共団体の組合のうち町村のみが加入するものの教育委
員会にあつては教育長及び２人以上の委員をもつて組織することができる。 
 （任命） 

第４条 略 
２ 委員は、当該地方公共団体の長の被選挙権を有する者で、人格が高潔で、教
育、学術及び文化（以下単に「教育」という。）に関し識見を有するもののう
ちから、地方公共団体の長が、議会の同意を得て、任命する。 

３ 次の各号のいずれかに該当する者は、教育長又は委員となることができない。 
(１) 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 
(２) 禁錮以上の刑に処せられた者 

４ 教育長及び委員の任命については、そのうち委員の定数に１を加えた数の２
分の１以上の者が同一の政党に所属することとなってはならない。 

５ 地方公共団体の長は、第２項の規定による委員の任命に当たっては、委員の
年齢、性別、職業等に著しい偏りが生じないように配慮するとともに、委員の
うちに保護者（親権を行う者及び未成年後見人をいう。第 47 条の５第２項にお

いて同じ。）である者が含まれるようにしなければならない。 
（任期） 

第５条 教育長の任期は３年とし、委員の任期は４年とする。ただし、補欠の教
育長又は委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 教育長及び委員は、再任されることができる。 
 
 附 則 （平成 26 年６月 20 日法律第 76 号）抜粋 平成 27 年４月１日施行 

（新たに任命される委員の任期の特例） 
第４条 施行日から４年を経過するまでの間に任命される委員の任期は、新法第
５条第１項の規定にかかわらず、当該委員の任期の満了の期日が特定の年に偏
ることのないよう、１年以上４年以内で当該地方公共団体の長が定めるものと
する。 

 

  



【同意第４～６号】 

 地方税法（抜粋） 

（固定資産評価審査委員会の設置、選任等） 
第 423 条 固定資産課税台帳に登録された価格に関する不服を審査決定するため
に、市町村に、固定資産評価審査委員会を設置する。 

２ 固定資産評価審査委員会の委員の定数は３人以上とし、当該市町村の条例で
定める。 

３ 固定資産評価審査委員会の委員は、当該市町村の住民、市町村税の納税義務
がある者又は固定資産の評価について学識経験を有する者のうちから、当該市
町村の議会の同意を得て、市町村長が選任する。 

４・５ 略 
６ 固定資産評価審査委員会の委員の任期は、３年とする。ただし、補欠の委員

の任期は、前任者の残任期間とする。 
７～９ 略 

 

【同意第７号】 

 地方自治法（抜粋） 

（設置及び定数） 
第 195 条 普通地方公共団体に監査委員を置く。 
２ 監査委員の定数は、都道府県及び政令で定める市にあつては４人とし、その
他の市及び町村にあつては２人とする。ただし、条例でその定数を増加するこ
とができる。 

 
（選任及び兼職禁止） 

第 196 条 監査委員は、普通地方公共団体の長が、議会の同意を得て、人格が高
潔で、普通地方公共団体の財務管理、事業の経営管理その他行政運営に関し優
れた識見を有する者（議員である者を除く。以下この款において「識見を有す
る者」という。）及び議員のうちから、これを選任する。ただし、条例で議員
のうちから監査委員を選任しないことができる。 

２ 略 
３ 監査委員は、地方公共団体の常勤の職員及び短時間勤務職員と兼ねることが
できない。 

４ 識見を有する者のうちから選任される監査委員は、常勤とすることができる。 
５・６ 略 

 
（任期） 

第 197 条 監査委員の任期は、識見を有する者のうちから選任される者にあつて
は４年とし、議員のうちから選任される者にあつては議員の任期による。ただ
し、後任者が選任されるまでの間は、その職務を行うことを妨げない。 

 


